
重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

定量的 定性的

○ ○
他省庁等の類似入札における入札者
等を調査し，積極的に事業者へ入札
について案内する。

入札参加を促すことが効果的と考
えられたため。

A H28

入札公告後５開庁日経過時
点で入札説明書を受領してい
る者が１者の場合には，入札
案内を実施
（実施目標100％）

継続 A H28
　入札公告後５開庁日経過時点で入札
説明書を受領した事業者が１者の場合
には，入札案内を実施する。

A H28

公告日から入札参加書類の提出日ま
での期間を開庁日１２日間以上とす
る。

B H25
全ての一般競争入札に適用
（実施目標100％）

継続 B H25
　入札公告の掲載にかかる書類回議時
に開庁日が１２日間以上確保されてい
るか審査する。

A H25

宮内庁の発注予定情報をホームペー
ジに掲載し，四半期毎に掲載内容の
更新を行う。

B H24
定期的に掲載内容を更新
（実施目標100％）

継続 B H24
　各四半期ごとにおいて，業務発注を
予定している原局から情報を収集し，
ホームページに適宜掲載する。

A H24

○
受注能力を把握した上での指名候補
事業者の選定

指名候補事業者の受注能力を事
前に把握することで，より競争性
のある調達が実現できると考えら
れるため。

A H31
全ての指名競争入札に適用
（実施目標100％）

継続 A H31 A H31

○
指名事業者拡充のための指名基準
の見直し及び受注実績機会の創出

より競争性のある指名競争とする
ために，指名事業者の拡充が効
果的と考えられるため。

A H31
新たな指名事業者の拡充
（１者以上の増加を目標）

継続 A H31 A H31

○
本庁における取組の推進
調達改善に向けた審査・管理の充実

歴史的資料等の複製等業務につい
て，入札参加者の増加に向けた取組
の実施

A H31

過去の調達と比較して，応札
者の増加に取組む
（前年度比較で応札者の増
加）

H32年
3月まで

A H31
　業界団体の照会及び類似案件の請
負実績を有する事業者に対し，積極的
に入札案内を実施する。

A －

　入札に関する案内を積極的に行って
も，従来より他の発注者から受注してい
る事業者は，事業規模を拡充させるな
どを行わない限り，応札に参加するのは
困難であることがわかった。

H31

　類似案件の業務を主な事業内容
として発足する事業者や受注意欲
がある事業者が少ないことから，改
善するためには，地道に入札案内
を行い，当該発注案件の認知度を
高める必要がある。

　引き続き，積極的に入札案内を実
施し，入札に参加する事業者の拡
充に努める。

○
地方支分部局等における取組の推進
電力調達，ガス調達の改善

関西官署における低圧電力及びガス
調達の競争契約への移行

A H31
年度内に競争性のある契約
に移行
（実施目標100％）

H32年
3月まで

A H31
　小売電気及びガス事業者へスケール
メリットの効果を確認する。

B －

　一括調達するために，関西官署と調整
したが特例払い処理が発生する官署が
多く，供給箇所を一括りにまとめて調達
することが，困難な状況であったことか
ら，競争性のある契約に移行するまでに
至らなかった。

H31

　関西官署の生活インフラは，工事
請負事業者を始め，当庁の事務業
務に関連して事業者の私用分が生
じることがある。このことから，供給
事業者は，複数枚にわたる請求書
の発行または，当庁からの振込件
数が複数回になるため，供給事業
者は難色を示す姿勢が見受けられ
た。
　当庁として，経済面の抑制からス
ケールメリットを調査し，一括りに調
達することが，改善にあたると考え
たが市場の意見に必ずしも適合し
た考え方ではないことが少なから
ずあった。

　生活インフラに係る調達について
は，市場の状況なども考慮し，ま
た，当庁における事務の効率的な
観点も含めて検討していきたい。

実施において
明らかとなった
課題等

今後の計画に反映する
際のポイント

一者応札の改善

　入札に関する案内を積極的に行って
も，応札に参加できる事業者が契約に
係る履行体制が整っていない場合に
は，応札に参加することが少ないため，
発注案件の案内を，継続的に実施する
ことが求められる。

　毎年度発注する類似案件に関し
ては，事業者において周知の事実
であるため，利点が少ない。

　新規応札者の拡充については，
本事項に係る広報活動を地道に実
施することが更なる効果を生むと考
え，継続的に本取組を実施する。

難易度
取組の
開始年度

実施した取組内容 進捗度

取組の効果(どのようなことをして、どうなったか）
実施
時期

指名競争入札の改善

　契約に必要な受注能力・技術力の有
無及び入札に参加する意思について指
名候補事業者側に事前に確認し，より
競争性のある指名競争入札の執行に
努める。

　指名基準を見直したことで，入札方式
を指名競争入札から一般競争入札に変
更し，競争性のある入札方式へ改善す
ることができた。

　指名競争入札方式において入札を
行った全ての案件（８２件）に適用した
が，全ての案件が必ずしも入札参加者
を拡充することができるとは限らない。

平成３１（令和元）年度の調達改善計画 平成３１（令和元）年度　年度末（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）自己評価結果

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の項目 具体的な取組内容
重点的な取組の
選定理由

難易度
取組の
開始年度

取組の目標

　事前準備時に各事業者へ照会す
ることから，業務時間が少なからず
増加傾向であること。

　指名基準を見直すことで，入札方
式を一般競争に移行可能な入札案
件があることや，応札参加者の拡
充については競争性を生む利点が
あること等，継続的に取り組む必要
があると考える。

　入札案内を実施する等取組を行った
結果，前年度1者応札であった案件の内
５件について，複数者入札となった。
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定量的 定性的

新規 － －

　オープンカウンター方式
による調達の対象案件を
調達原局と調整し，実施
に向けて問題点の分析を
引き続き検討し，取組みを
実行できるように努める。

継続 －

　電気・ガス・水道料金に
係る支払いは，現金また
は指定様式による支払い
を事業者から求められて
いるものがあるため，カー
ド決済が可能な事業者と
調整し，決済が可能か検
討する。

　クレジットカード決済を行
うにあたり，クレジットカー
ドの発行事業者と調整を
行い，支払いが可能な案
件などを精査し，引き続き
取組みに努める。

クレジットカード決済の拡大
（従前より海外経費等の支払に用いていたクレジットカード決
済について，対象経費を光熱水料などに拡大する。）

その他の取組

オープンカウンター（相手方を特定しない見積書の募集）方式
の導入

取組の効果
(どのようなことをして、どうなったか）具体的な取組内容

新規
継続
区分

特に効果が
あった

と判断した取組
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外部有識者の氏名・役職【大森政輔　宮内庁契約監視委員会委員長】　　意見聴取【７月１９日及び１月２３日】

意見聴取事項 意見等 意見等への対応

　物品の製造において，大量の物品供給を
求める業務としては，製造期間が短期間で
あり，辞退者のない十分な履行期間を確保
することが必要と考える。

　該当業務において，市場調査の結果，最
低限の製造期間を確保した仕様であるが，
今後は，履行期間の緩和等を含め検討した
い。

　１者応札となった入札案件について，入札
参加資格の見直し等では新規参入者の確
保が困難と考えるが案件について，改善さ
せるための対策はあるのか。

　当該事業において，必要となる経費が利
益を超過してしまうなどのデメリットがあると
考え，市場における本業務の役務単価等を
調査し，入札に参加する事業者の拡充に努
めたい。

　入札結果において，１番札と２番札におけ
る入札額に乖離が見受けられるが，予定価
格は適正に作成されているのか。

　予定価格については，該当する積算単価
を利用して積上げて算定するものや事業者
から見積書を徴取して算定するなど，当庁に
おいて適当と考えられる仕様にて作成を
行っている。

外部有識者からの意見聴取の実施状況
（対象期間：平成31年4月1日～令和2年3月31日）

　宮内庁調達改善計画の取組内容，取組の効
果，課題等，今後の計画に反映する際のポイ
ントについて

様式３


